
４ 個性ある地域の形成

(１) 離島振興対策実施地域に係る特例措置の延長及び拡充

（所得税、法人税、特別土地保有税）

○ 内 容

離島振興法の改正を踏まえ、離島の特性に則した農林水産業等の振興や、主要

産業である農林水産業と観光業の連携による地域間交流等を一層促進するため、

離島振興対策実施地域に係る特例措置の適用期限の２年延長（平成17年３月31日

まで）及び拡充を行う。

（延長）
○所得税・法人税：製造業又は旅館業の用に供する設備に係る特別償却

１１／１００（機械・装置）

７／１００（建物・附属設備）

○特別土地保有税：非課税（工場用建物、宿泊施設、集会施設又はスポーツ

施設の敷地）

（拡充）

○所得税・法人税：特別償却の対象として、地域特産物の消費の増進に資する

事業の用に供する施設を追加

○特別土地保有税：非課税措置の対象として、農林水産業体験施設及び販売施

設の敷地を追加

（参 考）

拡充施設のイメージ

 

○他地域の住民を対象に、実際に調

理加工体験をすることも可能 

○離島を訪問する他地域住民

に販売することで、他地域と

の交流拡大に寄与 



（２）離島航路事業用の新造船舶に係る課税標準の特例措置の延長

○ 内 容

離島住民の生活を支える離島航路を安全に維持・存続させるため、離島航路事

業用の新造船舶に係る課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。

○固定資産税：課税標準 ５年間１／３

（３） 特定離島路線航空機に積み込まれる航空機燃料税に係る特例措置の

延長

○ 内 容

離島航空路線を維持し、離島住民の足を守るとともに、離島地域の振興を図っ

ていくため、特定の離島路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料

税の特例措置の適用期限を２年延長する。

○航空機燃料税：３／４に軽減

（２６，０００円／kl→１９，５００円／kl）

(４) 半島振興対策実施地域に係る特例措置の延長

（所得税、法人税、特別土地保有税）

○ 内 容

半島振興対策実施地域において、製造業等の立地を促進し、所得水準の向上と

雇用の場の確保による地域の活性化を図るため、以下の特例措置の適用期限を２

年延長（平成17年３月31日まで）する。

○所得税・法人税：製造業の用に供する設備に係る特別償却

１１／１００（機械・装置）

６／１００（建物・附属設備）

○特別土地保有税：非課税（工場用建物、集会施設又はスポーツ施設の敷地）



九州新幹線の一部完成に伴う「新幹線特例」及び「三島特例」の拡充

九州新幹線の一部完成（平成15年末：新八代～西鹿児島間完成予定）を控え、

以下の措置を講じる。

（ ） （ ）５ 新幹線の新線建設に係る鉄道施設の課税標準の特例措置 新幹線特例

の拡充

○ 内 容

国民経済の発展、国民生活領域の拡大及び地域の活性化を図るため、新幹線

鉄道の新たな営業路線開業のために敷設された鉄道施設に係る特例措置の対象

に、九州新幹線を追加する。

固定資産税：課税標準 当初５年間１／６ その後５年間１／３

（６） ＪＲ北海道等の固定資産に係る特例措置（三島特例）の拡充

○ 内 容

厳しい経営状況にあるＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ九州の路線ネットワー

クの維持等を通じて、国土の均衡ある発展と地域住民への鉄道輸送サービスの

確保を図るため、これらＪＲ三島会社の固定資産に係る特例措置の対象に、日

（ ） 、本鉄道建設公団から借り受ける新幹線鉄道 九州新幹線 を追加するとともに

本特例と新幹線特例を連乗適用させる。

固定資産税・都市計画税：課税標準１／２



（７） 鉄道軌道近代化設備整備費補助により取得した償却資産に係る課税標

準の特例措置の延長

○ 内 容

地域住民の生活を支える鉄軌道施設を安全に維持・存続させるため、地方の経

営状況の厳しい鉄軌道事業者に対する鉄道軌道近代化設備整備費補助により取得

した償却資産に係る特例措置の適用期限を２年延長する。

固定資産税：課税標準１／２（緊急に整備するＡＴＳに係るもの１／４）

（８） 水源地域に立地する製造業及び旅館業に係る特別償却制度の延長

（所得税、法人税）

○ 内 容

水源地域対策特別措置法による水源地域の整備を図るとともに、産業振興によ

り水源地域の活性化を図るため、製造業及び旅館業に係る所得税、法人税の特別

償却制度の適用期限を２年延長する。

所得税・法人税：製造業及び旅館業の用に供する機械・建物等に係る特別償却

・１１／１００（機械・装置）

・ ７／１００（建物・附属設備）


